
地球温暖化対策基本法案について

平成２２年６月２８日
環 境 立 県 推 進 課

（経緯）
第１７４回通常国会に地球温暖化対策基本法案提出。
→平成２２年３月１２日に閣議決定、５月１８日に衆議院で可決。
→参議院では審議未了（会期不継続の原則から廃案）。
※新聞報道によると、同じ内容の法案を参議院選挙後の次期国会に再提出して成立を期す構え。

１ 法律の必要性
鳩山総理大臣（当時）の国連演説に基づき、地球温暖化対策を推進するため、中長期
的な排出削減目標を設定し、あらゆる政策を総動員することを明らかにすることが必要。

２ 法案の概要
（１）基本原則
○新たな生活様式の確立等を通じて、経済の持続的な成長を実現しつつ、温室効果ガス

の排出削減ができる社会を構築。

○国際的協調の下の積極的な推進。

○地球温暖化の防止等に資する産業の発展及び就業の機会の増大、雇用の安定。

○エネルギーに関する施策との連携、エネルギーの安定的な供給の確保。

○経済活動・国民生活に及ぼす効果・影響についての理解を得る。 等

（２）温室効果ガスの排出量の削減に関する中長期的な目標

○全ての主要国による公平かつ実効性ある国際的な枠組みの構築や意欲的な目標の合意
を前提として、
平成３２年（２０２０年）までに平成２年（１９９０年）比で２５％削減。
○平成６２年（２０５０年）までに平成２年（１９９０年）比で８０％削減。

（３）再生可能エネルギーの供給量に関する中期的な目標

平成３２年（２０２０年）までに一次エネルギー供給量に占める割合を１０％とする。

（４）地球温暖化対策の基本となる事項

○基本計画･･･地球温暖化対策の総合的かつ計画的な推進を図るための計画を策定。

○基本的施策（特に重要な具体的施策）

・国内排出量取引制度の創設
・地球温暖化対策のための税の平成２３年度からの実施に向けた検討
・再生可能エネルギーに係る全量固定価格買取制度の創設

（５）施行期日

公布の日から施行。ただし、（３）のうち中期目標のうちの「平成３２年までに平成２
年比で２５％削減」については、政令で定める日から施行。

【参考：環境省『地球温暖化対策に関する国民対話』（平成２２年６月）における資料から抜粋】
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